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ま え が き 

 

 「労働契約法の一部を改正する法律」が 2012 年 8 月に成立し、有期契約労働者の「雇止め

法理」が法定化される（第 19 条）（2012 年 8 月施行）とともに、有期労働契約を反復更新し

て通算５年を超えた場合の無期契約への転換（第 18 条）や、有期・無期契約労働者間の不合

理な労働条件の相違の禁止（第 20 条）が新設された（2013 年 4 月施行）。 

 

 この調査は、改正労働契約法に企業がどのように対応しようとしているのか、また、有期

契約労働者の雇用管理にどういった影響が及び得るのかを把握するため、企業に対するアン

ケート及びインタビューを行ったものである。 

 

 今回の調査は、改正労働契約法の施行から 3 ヵ月を経過した時点の状況を把握したもので

あり、引き続き動向を注視していくことが重要となるが、本報告書が今後の政策論議の活性

化に資すれば幸いである。調査の実施に当たり、ご協力いただいた多くの企業の方々に厚く

御礼申し上げたい。 
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